
　（総則）

　（業務の予定量）

施設建設費

施設改良費

施設建設費（雨水対策費）

　（収益的収入及び支出）

1,318

人

第１条　令和４年度宇城市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　入

　（１）排水人口 35,200

　（３）主要な建設改良事業

千円726,832

581,651 千円

議案第 ４８ 号

令和４年度　宇城市下水道事業会計予算

千円

千円

第１款　　下水道事業収益

千円

ha

千円

162,175

1,308,483

　（２）排水区域面積

106,348

34,160

　第１項　　営業収益

　第２項　　営業外収益

－ ６０１ －



　（資本的収入及び支出）

932,645

302,684

629,961

　第１項　　建設改良費

　第２項　　企業債償還金

1,440,915

1,305,683

1

　第１項　　企業債

　第２項　　補助金 80,150

10,577

第１款　　資本的支出

当年度分消費税等資本的収支調整額 25,172 千円及び過年度分損益勘定留保資金 201,925 千円、当年度分損益勘定留保資金

千円

　支　　　　出

445,274

　収　　　　入

千円

千円

千円

千円第１款　　資本的収入

千円　第４項　　固定資産売却代金

　第５項　　出資金

221,300

133,246

千円

　第３項　　分担金及び負担金

5,500

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 487,371 千円は

128,030

千円1,702

千円

　第４項　　予備費

　支　　　　出

千円

千円

　第２項　　営業外費用

　第３項　　特別損失

千円

千円

千円

第１款　　下水道事業費用

　第１項　　営業費用

　260,274 千円で補てんするものとする。）。

－ ６０２ －



　（債務負担行為）

（単位：千円）

　（企業債）

限　度　額

600

期　　間事　　項

令和５年度～令和５年度

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

令和５年度～令和５年度 3,200

償還方法

　高良雨水ポンプ場機械及び電気設備工事

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　農業集落排水使用料コンビニ収納代行手数料

221,300

利率

2,500令和５年度～令和５年度

　松橋不知火公共下水処理場等維持管理運転業務委託 令和５年度～令和７年度 510,000

900

令和５年度～令和５年度

令和５年度～令和７年度

起債の目的

建設改良事業

計

限度額

千円

起債の方法

証書借入
又は

証券発行

221,300

2.0％以内

政府資金及び地方公共団体金融機構資金に
ついては、その融資条件により、銀行その
他の場合にはその債権者と協定するものに
よる。ただし、市財政その他の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利に借換えすることができ
る。

（ただし、利率見直し方式で借
り入れる資金について、利率の
見直しを行った後においては、
当該見直し後の利率）

222,000

41,600

　松橋不知火浄水管理センター水質・汚泥分析業務委託

　下水道管理システム保守業務委託

　産業廃棄物処分及び収集運搬業務手数料 令和５年度～令和５年度

　放流水消毒剤購入

－ ６０３ －



　（一時借入金）

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　（１）収益的支出における各項間の流用

　（２）資本的支出における各項間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　（１）職員給与費　 千円

　（他会計からの補助金）

令和４年２月１５日提出

宇城市長　守　田　憲　史

第７条　一時借入金の限度額は、1,000,000 千円と定める。

　うち出資金として 133,246 千円）である。

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額

　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第１０条 企業債償還金の返済及び人件費の一部に要するために一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、531,757 千円（

62,542

－ ６０４ －



－ ６０５ －



－ ６０６ －



－ ６０７ －



－ ６０８ －



－ ６０９ －



－ ６１０ －



　　　当年度純利益

　　　減価償却費

　　　利息及び配当金の受取額

　　　利息の支払額

　　　特定収入仮払消費税の調整額

　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　固定資産除却費

　　　減損損失

　　　貸倒引当金の増減額

△ 8,198,000

令和４年度　宇城市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　支払利息

　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　たな卸資産の増減額（△は増加）

　　　引当金の増減額

（単位：円）

2,000

△ 128,030,000

321,320,027

△ 306,476,000

△ 2,000

128,030,000

64,533,005

0

8,901,192

449,348,027　　　　　小計

△ 152,126,000

717,532,000

0

0

△ 3,657,170

811,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　長期前受金戻入額

　　　受取利息及び受取配当金

－ ６１１ －



　　　固定資産の取得による未払金計上

　　　有形固定資産の売却による収入

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出

133,246,000

△ 275,412,625

△ 129,343,998

236,249,670

106,905,672

221,300,000

△ 629,958,625

0

11,532,600

0

△ 175,251,400

1,000

80,150,000

0

10,528,000

　　　国庫補助金等による収入

　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

　　　負担金による収入

　　　国庫補助金等の返還による支出

　　　投資活動による未払金の増減額（△は減少）

　　　投資活動による未収金の増減額（△は増加）

　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　他会計からの出資による収入

　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金の増加額（又は減少額）

　資金期首残高

　資金期末残高

△ 266,927,400

△ 10,535,600

－ ６１２ －



特別職 報酬 給料 賃金 手当

6 (0) 21,903 13,191

3 (0) 10,470 6,098

9 (0) 32,373 19,289

7 (0) 25,624 25,205

4 (0) 14,428 8,275

11 (0) 40,052 33,480

△ 1 (0) △ 3,721 △ 12,014

△ 1 (0) △ 3,958 △ 2,177

△ 2 (0) △ 7,679 △ 14,191

区　分 扶養手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外勤
務手当

宿日直
手当

管理職員特
別勤務手当

管理職
手当

期末手当 勤勉手当 児童手当 退職給付費 計

本年度 1,434 1,236 1,314 540 7,551 6,023 960 1 19,289

前年度 1,113 1,077 18 1,314 360 9,504 7,180 960 11,587 33,480

比　較 321 159 △ 18 180 △ 1,953 △ 1,157 △ 11,586 △ 14,191

手
当
の
内
訳

通勤手当

230

367

△ 137

　備考　職員数の（　）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

（単位：千円）

比
較

損益勘定支弁職員 △ 15,735 △ 912 △ 16,647

資本勘定支弁職員 △ 6,135 △ 1,109 △ 7,244

合　　計 △ 21,870 △ 2,021 △ 23,891

12,901

資本勘定支弁職員 22,703 4,523 27,226

86,43373,532

51,662 10,880 62,542

前
年
度

損益勘定支弁職員 50,829 8,378 59,207

合　　計

本
年
度

損益勘定支弁職員 35,094 7,466 42,560

資本勘定支弁職員 16,568 3,414 19,982

合　　計

給   与   費   明   細   書

１　総　括

区　　分
職　員　数（人） 給　　　与　　　費

法定福利費 合計
一般職 計

－ ６１３ －



746

大　学　卒 182,200 182,200

行　政　職 技能労務職

高　校　卒 150,600 147,900 150,600 147,900

区　　分 行　政　職

320,527

技能労務職
一　般　会　計　の　制　度

       平均年齢（歳） 41.09

298,467

　イ　初任給 (単位:円）

       平均年齢（歳） 37.44

令和3年4月1日現在

       平均給料月額

（単位：円）

       平均給与月額 341,527

区　　　　　　分 行　政　職 技能労務職

令和4年4月1日現在

       平均給料月額

 その他の増減分

給　　料

       平均給与月額 328,333

△ 14,191 人事異動等に伴う減額

３　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

職員手当 △ 14,191

 制度改正に伴う増減分

 普通昇給に伴う増加分 普通昇給による増額

 昇給期間短縮に伴う増加分△ 7,679

 給与改定に伴う増減分

 その他の増減分 △ 8,425 人事異動等に伴う減額

（単位：千円）

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明

２　給料及び職員手当の増減額の明細

－ ６１４ －



1

2

2

1

2

1

9 (0)

1

2

1

1

5

1

11 (0)

　備考　職員数の（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

区分

行
政
職

　ウ　級別職員数

区　　　分 級
行　政　職 技能労務職

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

令和4年4月1日現在

1 11.12

2 22.22

3 22.22

4 11.11

5 22.22

6 11.11

7

計 100.00

令和3年4月1日現在

1 9.09

2 18.18

3 9.09

4 9.09

5 45.46

6 9.09

7

計 100.00

   （級別の標準的な職務内容）

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級

定型的な業務を行う
職務

相当の知識又は経験
を必要とする業務を
行う職務

係等において特に高
度の専門的知識又は
経験を必要とする業
務を処理する職務

係長級の職務又は係
等において困難な業
務を処理し、係長等
を補佐する職務

課長を補佐する職務 1　部次長級の職務
2　課長級の職務

部長級の職務

－ ６１５ －



　（人）

　（人）

１ 号 給 　（人）

２ 号 給 　（人）

３ 号 給 　（人）

４ 号 給 　（人）

５ 号 給 　（人）

６ 号 給 　（人）

７ 号 給 　（人）

８ 号 給 　（人）

　（％）

　（人）

　（人）

１ 号 給 　（人）

２ 号 給 　（人）

３ 号 給 　（人）

４ 号 給 　（人）

５ 号 給 　（人）

６ 号 給 　（人）

７ 号 給 　（人）

８ 号 給 　（人）

　（％）

　備考　職員数は、再任用短時間勤務職員以外のもの。

　　　比  率（Ｂ）／（Ａ） 90.91 90.91

10 10

10 10

　　　号 給 数 別 内 訳

　　　比  率（Ｂ）／（Ａ） 100.00 100.00

前　年　度

　　　職    員    数 　 　 　（Ａ） 11 11

　　　昇 給 に 係 る 職 員 数（Ｂ）

9 9本　年　度

　　　職    員    数 　 　 　（Ａ） 9 9

　　　昇 給 に 係 る 職 員 数（Ｂ） 9 9

　　　号 給 数 別 内 訳

　エ　昇給

区        分 合  計
代表的な職種

行政職 技能労務職

－ ６１６ －



　オ　期末手当、勤勉手当

2.225 2.225 (1.175) 4.450 (2.350)

2.225 2.225 (1.175) 4.450 (2.350)

2.225 2.225 (1.175) 4.450 (2.350)

　備考　（　）内は、再任用職員の標準的な支給率について外書きしたもの。

住　　居　　手　　当 同

通　　勤　　手　　当 同

　キ　その他の手当

区　　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容 備　　　考

扶　　養　　手　　当 同

支給率等 24.586875 33.27075 47.709

一般会計の制度 24.586875 33.27075 47.709

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分 20年勤続の者(月分) 25年勤続の者(月分) 35年勤続の者(月分) 退職時特別昇給

本　年　度 3級=5%、4･5級＝10％、6･7級＝15％

前　年　度 同上

一般会計の制度 同上

(1.175)

区      分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計（月分） 職制上の段階、職務の等級による加算措置
６月（月分） １２月（月分）

(1.175)

(1.175)

－ ６１７ －



金額 金額 国県支出金 地方債 その他

公営企業会計業務用アプリケーション保守業務委託 1,205 R 1 ～ R 3 721 R 4 ～ R 5 482 482

公営企業会計電子計算機器保守業務委託 145 R 1 ～ R 3 87 R 4 ～ R 5 58 58

松橋不知火公共下水処理場等維持管理運転業務委託 498,000 R 2 ～ R 3 301,129 R 4 ～ R 4 150,565 150,565

放流水消毒剤購入 3,200 R 4 ～ R 4 3,200 3,200

産業廃棄物処分及び収集運搬業務手数料 43,500 R 4 ～ R 4 43,500 43,500

松橋不知火浄水管理センター水質・汚泥分析業務委託 3,000 R 4 ～ R 4 3,000 3,000

下水道管理システム保守業務委託 600 R 4 ～ R 4 600 600

農業集落排水処理施設維持管理業務委託 90,000 R 4 ～ R 6 90,000 90,000

小川流域マンホールポンプ場維持管理業務委託 6,000 R 4 ～ R 6 6,000 6,000

マンホールポンプ情報配信サービス業務委託（公共） 1,800 R 4 ～ R 6 1,800 1,800

マンホールポンプ情報配信サービス業務委託（流域） 1,200 R 4 ～ R 6 1,200 1,200

マンホールポンプ情報配信サービス業務委託（農集） 2,100 R 4 ～ R 6 2,100 2,100

農業集落排水処理施設汚泥引抜収集運搬業務 99,000 R 4 ～ R 6 99,000 99,000

合　　　　計 749,750 301,937 401,505 401,505

債務負担行為に関する調書

（単位：千円）

事　　　　　　項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一般財源

期間 期間

－ ６１８ －



－ ６１９ －



－ ６２０ －



－ ６２１ －



－ ６２２ －



－ ６２３ －



－ ６２４ －



－ ６２５ －



－ ６２６ －



　　　　　減価償却の方法　定額法

　　　　　主な耐用年数

　　　　　　建物　　　　　10～50年

注　　記（令和３年度）

Ⅰ　重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法

　　（１）有形固定資産

　　　　　　構築物　　　　10～50年

　　　　　　機械及び装置　　  20年 

　　（２）無形固定資産

　　　　　減価償却の方法　　定額法

　　　　　主な耐用年数

　　　　　　施設利用権　　　  50年 

　２　引当金の計上方法

　　（１）退職給付引当金

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、熊本県市町村総合事務組合における積立金相当額を控除した

　　　　金額を計上している。

　　（２）賞与引当金

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属す

　　　　る額を計上している。

　　（３）法定福利費引当金

職員の期末手当・勤勉手当にかかる法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額に基づき、当事

　　　　業年度の負担に属する額を計上している。

－ ６２７ －



　　（４）貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

Ⅱ　その他の注記

　１　退職給付引当金の目的使用による取り崩し

当事業年度において、熊本県市町村総合事務組合負担金として5,697,000円を支出するため、退職給付引当金5,697,000円を

　　使用する。

　３　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

－ ６２８ －



－ ６２９ －



－ ６３０ －



－ ６３１ －



－ ６３２ －



－ ６３３ －



－ ６３４ －



注　　記（令和４年度）

Ⅰ　重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法

　　（１）有形固定資産

　　　　　減価償却の方法　定額法

　　　　　主な耐用年数

　　　　　　建物　　　　　10～50年

　　　　　　構築物　　　　10～50年

　　　　　　機械及び装置　　  20年 

　　（２）無形固定資産

　　　　　減価償却の方法　　定額法

　　　　　主な耐用年数

　　　　　　施設利用権　　　  50年 

　２　引当金の計上方法

　　（１）退職給付引当金

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、熊本県市町村総合事務組合における積立金相当額を控除した

　　　　金額を計上している。

　　（２）賞与引当金

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属す

　　　　る額を計上している。

　　（３）法定福利費引当金

職員の期末手当・勤勉手当にかかる法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額に基づき、当事

　　　　業年度の負担に属する額を計上している。

－ ６３５ －



　　（４）貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　その他の注記

　１　退職給付引当金の目的使用による取り崩し

当事業年度において、熊本県市町村総合事務組合負担金として5,506,000円を支出するため、退職給付引当金5,506,000円を

　　使用する。

－ ６３６ －



（　収　入　） （単位：千円）

金　　額

1 下水道事業収 1,308,483 1,242,825 65,658

益 1 営業収益 581,651 564,917 16,734

1 下水道使用料 554,900 563,916 △ 9,016

1 下水道使用料 554,900 公共下水道 330,500

流域下水道 134,200

特定環境保全公共下水道 11,800

農業集落排水 78,400

2 受託工事収益 25,900 0 25,900

1 受託工事収益 25,900 県改良工事に伴う受託収益 10,900

市道改良工事に伴う受託収益 15,000

3 その他営業収 851 1,001 △ 150

益 1 手数料 701 督促手数料 271

指定工事店指定手数料 430

2 雑収益 150 雑収入 150

2 営業外収益 726,832 677,908 48,924

1 受取利息及び 2 2 0

配当金 1 受取利息及び 2 預金利息 2

配当金

2 他会計補助金 398,511 399,361 △ 850

本 年 度 前 年 度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　明
節

令和４年度　宇城市下水道事業会計予算明細書
収益的収入及び支出

款 項 目
区　　　　 分

－ ６３７ －



（単位：千円）

金　　額

1 他会計補助金 398,511 一般会計繰出基準内補助金

　公共下水道 180,044

　流域下水道 122,892

　特定環境保全公共下水道 24,016

　農業集落排水 71,559

3 消費税及び地 21,300 500 20,800

方消費税還付 1 消費税及び地 21,300 消費税及び地方消費税還付金 21,300

金 方消費税還付

金

4 長期前受金戻 306,476 277,587 28,889

入 2 長期前受国及 276,865 公共下水道 138,736

び県補助金受 流域下水道 56,079

戻入 特定環境保全公共下水道 14,195

農業集落排水 67,855

3 長期前受受益 29,611 公共下水道 15,004

者負担金戻入 流域下水道 8,018

特定環境保全公共下水道 1,993

農業集落排水 4,596

6 雑収益 43 43 0

1 その他雑収益 43 自動販売機設置手数料 42

消費税還付加算金 1

8 国庫補助金 500 415 85

款 項
節

目 本 年 度 前 年 度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　明
区　　　　 分

－ ６３８ －



（単位：千円）

金　　額

1 国庫補助金 500 社会資本整備総合交付金 500

1,308,483 1,242,825 65,658

説　　　　　　　　　　　　明
節

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　　較

収益的収入合計

区　　　　 分

－ ６３９ －



（　支　出　） （単位：千円）

金　　額

1 下水道事業費 1,440,915 1,473,883 △ 32,968

用 1 営業費用 1,305,683 1,323,544 △ 17,861

1 管渠費 36,556 56,707 △ 20,151

12 材料費 165 汚水桝蓋 165

15 動力費 10,716 マンホールポンプ等電気料 10,716

18 修繕費 13,300 マンホール調整修繕費 9,660

マンホールポンプ等修繕費 3,640

23 通信運搬費 2,076 マンホールポンプ電話使用料 2,076

25 手数料 40 水質検査手数料 40

26 委託料 4,278 下水道管理システム保守業務委託 600

料

下水道管理システムデータ等更新 900

業務委託料

マンホールポンプ維持管理業務委 2,778

託料等

27 使用料及び賃 580 管路洗浄車借上料 500

借料 下水道マンホールポンプ制御盤等 80

土地賃借料

29 工事請負費 5,040 マンホール補修（舗装等）工事 5,040

35 負担金 361 氷川町管渠維持管理負担金 361

2 処理場費 335,904 326,907 8,997

2 給料 9,190 職員給 9,190

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　明
節

区　　　　 分

－ ６４０ －



（単位：千円）

金　　額

3 手当 5,475 扶養手当 678

住居手当 336

時間外勤務手当 400

管理職手当 540

期末手当 1,798

勤勉手当 1,423

児童手当 300

4 賞与引当金繰 1,590 賞与引当金繰入額 1,316

入額 法定福利引当金繰入額 274

6 法定福利費 3,132 共済組合負担金 3,132

10 旅費 4 普通旅費 4

11 備消品費 1,353 公共下水道備消品費 1,185

農業集落排水備消品費 168

14 光熱水費 660 公共下水道上水道使用料等 612

農業集落排水上水道使用料 48

15 動力費 34,799 公共下水道電気料 23,333

農業集落排水電気料 11,466

16 燃料費 299 公共下水道発電機燃料代等 236

農業集落排水発電機燃料代等 63

18 修繕費 13,950 公共下水道修繕費 4,500

農業集落排水修繕費 9,450

21 薬品費 3,493 公共下水道汚水処理薬品費 3,493

説　　　　　　　　　　　　明款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　　較
節

区　　　　 分

－ ６４１ －



（単位：千円）

金　　額

23 通信運搬費 600 公共下水道電話使用料 54

農業集落排水電話使用料 546

24 保険料 955 建物災害共済基金分担金 940

自動車損害共済分担金 15

25 手数料 74,701 公共下水道汚泥運搬・汚泥処分手 41,600

数料

農業集落排水汚泥引抜収集運搬手 32,990

数料

法定水質検査手数料 111

26 委託料 185,688 公共下水道水質・汚泥分析業務委 5,400

託料等

農業集落排水施設水質検査業務委 600

託料

公共下水道処理場維持管理業務委 151,979

託料等（複数年度）

農業集落排水処理場維持管理業務 27,709

委託料等（複数年度）

27 使用料及び賃 15 ＮＨＫ放送受信料 15

借料

3 普及指導費 1,000 830 170

36 補助金 1,000 公共下水道水洗便所改造工事費助 1,000

成金

比　　較 説　　　　　　　　　　　　明款 項 目 本 年 度 前 年 度
節

区　　　　 分

－ ６４２ －



（単位：千円）

金　　額

4 総係費 189,505 209,294 △ 19,789

2 給料 12,713 職員給 12,713

3 手当 4,789 扶養手当 240

通勤手当 51

住居手当 612

時間外勤務手当 350

期末手当 1,815

勤勉手当 1,481

児童手当 240

4 賞与引当金繰 1,945 賞与引当金繰入額 1,610

入額 法定福利引当金繰入額 335

6 法定福利費 3,725 共済組合負担金 3,725

8 退職給付費 1 退職給付引当金繰入額 1

10 旅費 204 研修旅費 204

11 備消品費 168 備消品費 168

17 印刷製本費 176 決算書印刷製本 48

農業集落排水使用料納入通知書 128

23 通信運搬費 2,380 納入通知書等郵便代 2,380

25 手数料 13,920 コンビニ収納代行手数料 217

下水道使用料徴収委託手数料等 13,703

26 委託料 1,442 下水道メーター検針業務委託料 1,172

企業会計システム保守業務委託料 270

説　　　　　　　　　　　　明
節

区　　　　 分
款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　　較

－ ６４３ －



（単位：千円）

金　　額

27 使用料及び賃 375 複合機使用料等 375

借料

31 報償費 6,000 受益者負担金一括納付報奨金 6,000

35 負担金 141,667 八代北部流域下水道維持管理負担 139,814

金

コンビニ収納導入業務委託負担金 1,122

口座振替データ伝送業務委託負担 731

金等

5 減価償却費 717,532 729,802 △ 12,270

1 有形固定資産 696,880 公共下水道 351,570

減価償却費 流域下水道 141,815

特定環境保全公共下水道 32,587

農業集落排水 170,908

2 無形固定資産 20,652 流域下水道利用権 20,652

減価償却費

7 その他営業費 1 4 △ 3

用 2 雑支出 1 雑支出 1

8 受託工事費 25,185 0 25,185

26 委託料 14,285 市道改良工事に伴う設計業務委託 14,285

料

29 工事請負費 10,900 県改良工事に伴う管渠布設替工事 10,900

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　明
節

区　　　　 分

－ ６４４ －



（単位：千円）

金　　額

2 営業外費用 128,030 143,137 △ 15,107

1 支払利息 128,030 143,137 △ 15,107

1 企業債利息 127,766 公共下水道 52,326

流域下水道 43,045

特定環境保全公共下水道 9,194

農業集落排水 23,201

2 一時借入金利 264 一時借入金利息 264

息

3 特別損失 1,702 1,702 0

4 過年度損益修 1,702 1,702 0

正損 1 過年度損益修 1,702 過年度下水道使用料還付金等 1,702

正損

4 予備費 5,500 5,500 0

1 予備費 5,500 5,500 0

1 予備費 5,500 予備費 5,500

1,440,915 1,473,883 △ 32,968

本 年 度 前 年 度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　明
節

区　　　　 分

収益的支出合計

款 項 目

－ ６４５ －



（　収　入　） （単位：千円）

金　　額

1 資本的収入 445,274 694,208 △ 248,934

1 企業債 221,300 136,700 84,600

1 建設改良企業 221,300 136,700 84,600

債 1 建設改良企業 221,300 公共下水道 184,800

債 流域下水道 31,100

特定環境保全公共下水道 2,100

農業集落排水 3,300

2 補助金 80,150 231,675 △ 151,525

1 国庫補助金 74,150 231,675 △ 157,525

1 国庫補助金 74,150 社会資本整備総合交付金 74,150

2 県補助金 6,000 0 6,000

1 県補助金 6,000 農山漁村地域整備交付金 6,000

3 分担金及び負 10,577 10,577 0

担金 1 分担金及び負 10,577 10,577 0

担金 1 分担金 540 農業集落排水 540

2 受益者負担金 10,037 公共下水道 6,149

流域下水道 3,744

特定環境保全公共下水道 144

4 固定資産売却 1 1 0

代金

節

区　　　　 分

資本的収入及び支出

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　明

－ ６４６ －



（単位：千円）

金　　額

1 固定資産売却 1 1 0

代金 1 固定資産売却 1 固定資産売却代金 1

代金

5 出資金 133,246 315,255 △ 182,009

1 他会計出資金 133,246 315,255 △ 182,009

1 他会計出資金 133,246 一般会計繰出基準内出資金

　公共下水道 51,243

　公共下水道（雨水分） 13,613

　流域下水道 15,423

　特定環境保全公共下水道 575

　農業集落排水 52,392

445,274 694,208 △ 248,934

節
説　　　　　　　　　　　　明

区　　　　 分
款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　　較

資本的収入合計

－ ６４７ －



（　支　出　） （単位：千円）

金　　額

1 資本的支出 932,645 1,190,607 △ 257,962

1 建設改良費 302,684 568,765 △ 266,081

1 施設建設費 106,348 126,992 △ 20,644

2 給料 3,220 職員給 3,220

3 手当 1,709 通勤手当 155

時間外勤務手当 350

期末手当 672

勤勉手当 532

6 法定福利費 1,024 共済組合負担金 1,024

11 備消品費 419 備消品費 419

16 燃料費 90 公用車燃料費 90

18 修繕費 150 公用車修繕費 150

23 通信運搬費 36 緊急時連絡用通信料 36

24 保険料 44 公用車保険料 44

26 委託料 2,500 測量設計業務委託料 2,500

29 工事請負費 72,850 管渠工事 39,600

汚水桝設置工事 33,250

34 補償補てん及 5,250 管渠工事に伴う水道管移設補償 5,250

び賠償金

35 負担金 19,047 八代北部流域下水道建設負担金 18,720

積算システムリース料負担金 327

37 公課費 9 自動車重量税 9

説　　　　　　　　　　　　明款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　　較
区　　　　 分

節

－ ６４８ －



（単位：千円）

金　　額

2 施設改良費 34,160 66,000 △ 31,840

26 委託料 27,660 浄水管理センター改築更新詳細設 20,660

計業務委託料

農業集落排水施設維持管理適正化 7,000

計画策定業務委託料

29 工事請負費 6,500 浄水管理センター機器取替工事 6,500

3 固定資産購入 1 4,800 △ 4,799

費 2 工具器具及び 1 備品購入費 1

備品購入費

4 施設建設費 162,175 370,973 △ 208,798

（雨水対策費 2 給料 7,250 職員給 7,250

） 3 手当 4,389 扶養手当 516

通勤手当 24

住居手当 288

時間外勤務手当 214

期末手当 1,634

勤勉手当 1,293

児童手当 420

6 法定福利費 2,390 共済組合負担金 2,390

16 燃料費 90 公用車燃料代 90

24 保険料 47 自動車損害共済分担金 18

自賠責保険料 29

節
款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　明

区　　　　 分

－ ６４９ －



（単位：千円）

金　　額

29 工事請負費 148,000 高良雨水ポンプ場機械・電気設備 148,000

工事

37 公課費 9 自動車重量税 9

2 企業債償還金 629,961 621,842 8,119

1 企業債償還金 629,961 621,842 8,119

1 企業債償還金 629,961 公共下水道 282,809

流域下水道 191,180

特定環境保全公共下水道 28,533

農業集落排水 127,439

932,645 1,190,607 △ 257,962

区　　　　 分
款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　　較

節
説　　　　　　　　　　　　明

資本的支出合計

－ ６５０ －



（単位：千円）

 １  企業債 8,228,428 7,914,041 221,300 629,961 7,505,380

 　（１）公共下水道 6,764,472 6,550,621 218,000 502,522 6,266,099

 　（２）農業集落排水 1,463,956 1,363,420 3,300 127,439 1,239,281

計 8,228,428 7,914,041 221,300 629,961 7,505,380

　　　　　　　　　　　　　　地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
　　　　　　　　　　　　　　当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区       分
前々年度末

現在高
前年度末

現在高見込額

当該年度増減見込額

当該年度末
現在高見込額当該年度中

起債見込額
当 該 年 度 中
元金償還見込額

－ ６５１ －


